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COVID-19 流行下では在宅勤務の普及などにより地方への居住地の分散が期待されている．しかし，実

際は東京郊外地域に居住地が分散しており，居住地のスプロール的拡散が生じる可能性がある．そこで本

研究では，独自アンケートを行い COVID-19 流行下での転居先の住宅特性から転居先選択行動の変化を分

析した．その結果，COVID-19 流行の影響を受けた転居では，1)住居の広さへの不満や居住地の住み心地

の悪さが理由で，駅・中心市街地へのアクセスを重視した場合，駅から遠くバス利便性が高い中高層住居

専用地域を選択する傾向があること，2)住居費の軽減や居住地への住み心地の悪さが理由で，交通利便性

を重視しない場合，市街化調整区域を選択する傾向があることが明らかとなり，都市構造への変化が生じ

る可能性を示した． 
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1. はじめに 

 

COVID-19 流行により，2020 年 4 月に我が国では緊急

事態宣言が発令された．そこでは人々は感染防止対策の

ために外出自粛が求められ，テレワークを始めとしたオ

ンラインサービスの利用が進んだことで，在宅時間が増

加するといった変化が見られた．そうした生活行動の変

容はワーク・ライフ・バランスへの意識にも変化をもた

らしており，COVID-19 流行前と比べ仕事よりも生活を

重視するようになった人が増えたと言われている注 1)．

こうした生活行動の変容や暮らし方への意識の変化によ

り，東京圏居住者が COVID-19 流行前より地方移住に関

心を持つようになったと言われている注1)． 

以上のような COVID-19 流行がもたらした変化に伴っ

て，ポストコロナでは地方移住がより進み，東京一極集

中が是正されることが期待されている．実際にそのよう

な期待が政策にも反映されるような動きがあり，安倍元

内閣総理大臣は 2020年 6月 18日の記者会見で「集中か

ら分散へ，日本列島の姿，国土の在り方を，今回の感染

症は，根本から変えていく，その大きなきっかけである

と考えています．」と発言している注 2)．また，デジタ

ル田園都市国家構想においてもリモートワークの推進に

より地方への人の流れを強化するという方針が挙げられ

ており注 3)，COVID-19 流行で「分散型国土」を推進する

動きが見て取れる． 

一方，谷口・岡野 1)は COVID-19 流行下で期待されて

いる「分散型国土」で想定される分散先は地方のみなら

ず，東京圏の郊外となる可能性があるとしている．そし

て「郊外への分散」は居住地のスプロール的拡散を引き

起こす可能性があるため，COVID-19 流行下での居住地

の分散が都市構造にもたらす変化の実態を検証する必要

があると論じている．実際に 2020 年と 2021 年の両年に

おいて東京都特別区の転入超過数は減少し，2021年にお

いては転出超過に転じており注 4)，人々の居住地は

COVID-19 流行下ですでに東京都心から分散している．

そして表-1や図-1から読み取れるように，その行き先と

しては東京都周辺の県であることがわかる．従って，

COVID-19 流行により「地方への分散」ではなく，「郊

外への分散」が大きく進んでいる傾向があるとわかる． 

以上のようなCOVID-19流行下での「郊外への分散」 

第 65 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

表-1 2020年と 2021年における対東京都の転入超過数の 

上位 5道府県(住民基本台帳人口移動報告注5)より筆者作成) 

 

 

図-1 各年の関東 6県の対東京都転入超過数(2010年から 2021

年) 住民基本台帳人口移動報告注5)より筆者作成 

 

は，COVID-19 流行により住みたい住居や居住地が変化

し，その変化を実際の転居先選択に反映させた転居がも

とで生じていると考えられる．例えば，在宅勤務への対

応として広い住居を求める傾向や COVID-19 感染への恐

れや暮らし方への意識変化から低密度で自然や農地が身

近にある地域を好む志向が新たに生まれ，そのような志

向をもとに転居先選択が行われていることが想定される． 

こうした特徴を持つ可能性がある COVID-19 流行下で

の転居先選択行動では，COVID-19 流行前の転居先とは

異なった傾向の場所が選ばれていることやこれまでと同

様の地域が選ばれる場合でも COVID-19 流行前とは異な

った要素を求めた転居であることが考えられる．従って，

COVID-19 流行下での東京郊外地域における転居が，転

居先にどのような要素を求めた結果，居住地としてどの

ような特性を持つ地域が選択されたのかを明らかにする

ことで，COVID-19 流行下での「郊外への分散」を引き

起こす転居が都市構造にもたらす変化を捉えることにつ

ながると考えられる． 

 

 

2. 研究の位置づけ 

 

(1) 既存研究・既存調査の整理 

 転居に関する研究はこれまで数多く行われてきた．中

でも在宅勤務と転居先選択に関する研究として，佐藤・

太田 2)はモデル分析よりテレコミューティングの普及が

都市の郊外化を促すことを示している．河井 3)は米国コ

ネチカット州の公務員テレワーカーは都市としての利便

性のある自治体に居住する傾向があることを明らかにし

ている．日比野ら 4)は COVID-19 流行前の東京圏のテレ

ワーカーに行った調査からテレワーカーが郊外居住意向

を持つことを示している． 

 COVID-19 流行下における転居意向について捉えた調

査・研究としては，坪井ら 5)は愛知県豊田市において

COVID-19 流行の転居への影響が人口動向の実態と居住

地選択の考え方に影響を与えていることを示している．

鈴木ら 6)は首都圏におけるCOVID-19流行第1波前後にお

ける住宅資料請求状況から，遠郊外や通勤圏外において

自宅周辺の自然環境を重視する傾向を明らかにしている．

国土交通省のテレワーク人口実態調査 7)では，首都圏の

転居希望の就業者は「よりゆっくりした、ストレスのな

い健康的な生活とするため」という理由を転居理由とし

て最も多く回答していることが示されている． 

 また，COVID-19 流行下に実施された転居を対象とし

た調査・研究として，安部 8)は 2021年 1月から 4月に東

京圏内から転居した人を対象とした調査で，在宅勤務を

週 4回以上実施の場合，片道通勤時間の増加を許容し，

より低い人口密度地域へ転居する傾向を明らかにした．

クロスマーケティング 9)は 2020年 1月から翌年 3月まで

の転居者に対する調査で，最も多かった転居理由は結婚

や就職ではなく「今よりも良い物件を見つけた」であっ

たことを示している．都市再生機構 10)は UR賃貸住宅に

住む人を対象とした調査から，リモートワーク環境，自

然の豊かさ，住宅の広さなどを求めて生活圏の変わらな

い近隣郊外を転居先として選択する動きを捉えている． 

 以上の既存研究・既存調査では，COVID-19 流行下で

の転居について転居意向や転居先の立地などを把握した

ものが見られるものの，都市構造の変化の観点から転居

先選択行動が変化したのかを捉えたものは見られない．

また，COVID-19 流行の影響が転居先選択に反映されて

いない転居との比較をした上で，反映された転居先選択

行動の特徴を明らかにしたものは見られない． 

 

(2) 本研究の内容 

 以上を踏まえ本研究の目的は，COVID-19 流行により

生じている「郊外への分散」が引き起こす可能性のある

都市構造変化の実態を捉えるための基礎情報として，

COVID-19 流行下で選ばれた転居先の特性と転居の特徴

の関係から COVID-19 流行が転居先選択行動をどう変え

たのかを明らかにすることとする．上記の目的を達成す

るために，COVID-19 流行下での転居の特徴と転居先の

特性を把握する調査を，COVID-19 流行下に東京郊外地

域に対して行われた転居を対象として実施した．「郊外

への分散」ではスプロール的拡散が危惧されていること

から，土地利用，用途規制や交通利便性などの都市構造

上の特徴を表す住宅特性をもとに回答者の転居先を分類

埼玉県 11,431 埼玉県 17,663

神奈川県 6,874 神奈川県 13,896

千葉県 4,539 千葉県 9,375

沖縄県 475 沖縄県 397

島根県 -143 茨城県 115
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する．そして， COVID-19 流行の影響が反映された転居

では，どのような転居理由で，どのような要素を重視し

た結果，どのような分類が選択されたかを未反映の転居

との比較を通じて明らかにする． 

本研究の構成としては，2.で本研究の位置づけを整理

し，3.において本研究で使用する独自のアンケート調査

の概要を説明する．4.で回答者の転居先の郵便番号の範

囲(以下，郵便番号エリア)を，住宅特性を表す変数を用

いて類型化する．5.で転居先の類型ごとに，COVID-19

流行の影響を反映した転居における転居理由，転居先へ

の重視項目の特徴を未反映の転居と比較しながら把握す

る．最後に 6.で結論を述べる． 

 

(3) 本研究の特長 

 本研究の特長は，以下の通りである． 

1) COVID-19 流行下においてイメージだけで語られて

いる「分散型国土」の実態を，個人の実際の転居行

動からあぶりだす初めての試みである． 

2) 用途規制や土地利用などの地区特性との関連づけに

より，具体の圏域計画に適用できる有用性を有して

いる． 

3) COVID-19 流行による転居への影響を反映した層と

未反映の層をバランス良くサンプリングすることで，

限られたサンプル数で最大限の信頼性を保持した分

析を行っている． 

4) 都市活動のオンライン化が進展する中で，今後の新

たな都市構造のあり方を言及していく上で発展可能

性の高い取り組みである． 

 

 

3. 使用データと分析の概要 

 

本研究では，COVID-19 流行下で東京郊外地域へ行わ

れた転居の転居先選択行動の特徴を明らかにするため，

独自に Web アンケート調査を行った．本調査の概要は

表-2 に示す通りである．本調査では COVID-19 流行の影

響が出始めた 2020年 5月から 2021年 10月上旬までに行

われた転居を対象とした．また，東京郊外地域への転居

の実態を捉えるために，特別区 23 区と島しょ部を除い

た東京都，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県と茨城県，

栃木県，群馬県，山梨県の東京都心から 80km 圏内に位

置する自治体への転居を対象とした．  

本調査では，転居先選択に COVID-19 流行の影響が反

映されているかどうか(反映または未反映)と 2020年にお

ける調査対象自治体の転入者数による層別化抽出を行っ

た．反映と未反映による層別化はそれぞれで同程度のサ

ンプル数を確保し，COVID-19 流行の影響を受けた転居

と受けていない転居を比較する上での信頼性を保持する 

表-2 アンケート調査の概要 

 
表-3 COVID-19流行の影響を反映した転居か 

未反映の転居かの判別方法 

 

 

ために行った．反映と未反映はスクリーニング調査内で

以下の方法で判別した．「コロナ禍で住みたい地域や住

みたい住居に対する考え方に変化がありましたか?」と

いう設問に対して表-3の表頭の 4または 5と回答し，か

つ「現在の居住地や住居への転居には，コロナ禍で変化

した住みたい地域や住みたい住居に対する考え方を反映

できたと思いますか?」という設問に対して表-3 の表側

の 4または 5と回答した人を反映，それ以外を未反映と

した． 2020 年の各自治体の転入者数については，転入

者数の多い自治体にサンプルが偏らないようにするため，

~4999人・5000~9999人・10000~49999人・50000人~の5分

類とした． 

本研究では，反映と未反映の二つに分けて転居の特徴

の分析を行う．それぞれの転居における考え方の変化，

その変化の転居への反映状況にどのような特徴があった

のかについて表-3より以下のことがわかる． 

1) 反映の転居のうち約半数のサンプルが，考え方にや

や変化があり，その変化を転居にやや反映できたと

回答している．これより，本調査の半数ほどの反映

の転居は転居行動の一部に COVID-19 流行下での考

え方の変化を反映したものであったと考えられる． 

2) 未反映の転居においては，半数以上のサンプルが考

え方に「変化はなかった」「あまり変化はなかった」

実施方法 Webアンケート調査(マクロミル委託)

調査対象者

2020年5月以降に下記の地域へ転居した20歳以上の人

【転居先対象地域】
埼玉県・千葉県・神奈川県全域，東京都(23区と島

しょ部を除く)，茨城県・栃木県・群馬県・山梨県の

東京都心(千代田区)から80km以内に立地する自治体

実施時期 2021年10月5日～7日

サンプル数 824サンプル

標本抽出

「2020年の対象自治体への転入者数」と

「転居先選択にCOVID-19の影響を反映したか否か」

による層別抽出

主な
調査項目

・転居の理由
・居住地選択時の重視項目
・居住地への満足度
・個人属性/世帯属性/勤務属性

・住居の特徴
・転居前/転居後の居住地(転居後の居住地は

　郵便番号情報レベルで聴取)

5．変化が

あった

4．やや変化

があった

3．どちらと

もいえない

2．あまり変化

はなかった

1．変化は

なかった

5．反映できた

と思う
79 47 95 138 131

4．やや反映

できた
67 219

3．どちらとも

いえない
5 13

2．あまり反映で

きたとは思わない
4 18

1．反映できた

とは思わない
5 3

変
化
を
反
映
で
き
た
か
ど
う
か

コロナ禍で考え方に変化があったかどうか

未反映反映 ※セル内の数値は該当するサンプル数
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としており，本調査での未反映の転居は COVID-19

流行下で考え方にあまり変化がないものであったこ

とがわかる．一方，未反映の転居のうち，考え方に

変化が見られたものの，それを転居に反映できたわ

けではなかったというものが約 1割ほど含まれてい

ることがわかる． 

そして，各自治体の回収サンプルを占める反映の転居

の割合を集計したところ，政令指定都市では千葉市，横

浜市，川崎市，相模原市で反映の転居の割合が 5割未満

で，さいたま市のみ 6割以上であった．また東京都心か

ら 20km~60km 圏内の自治体では，サンプル数は少ない

が，回収サンプルのうち半数以上が反映の転居となって

いた．それよりも都心から離れた自治体では，逆に未反

映の転居の割合が半数以上を占めている傾向が見られた． 

本調査の主な調査項目としては，個人属性や世帯属性

に加え，転居先住居の特徴，転居を行った理由，居住

地・住居選択時の重視項目への重視度合いなどがある．

また回答者の転居先の郵便番号を聴取しており，郵便番

号エリアで転居先の住宅特性を把握することで，自治体

レベルよりも詳細な分析を可能としている． 

 

 

4.  住宅特性による転居先の類型化 

 

(1) 転居先の住宅特性を示す変数の集約 

COVID-19 流行下での郊外への転居における転居先選

択行動の特徴を都市構造の観点から捉えるために，まず

回答者の転居先が市街化調整区域割合が大きい地域なの

か，駅に近い地域なのか、人口が密集している地域なの

かといった都市構造上の特徴を把握する．転居先の都市

構造上の特徴を表す指標として，土地利用，用途規制，

人口集積度合い，商業集積度合い，交通利便性，都市公

園の整備状況といった住宅特性を用いて，転居先の郵便

番号エリアを類型化する． 

分析方法として，まず 2015 年国勢調査の小地域境界

データ注 6)と各都道府県の郵便番号簿注 7)をもとに回答者

の郵便番号エリアのポリゴンデータを作成した．そして，

国土数値情報ダウンロードサービス注 8)，経済センサス

活動調査注 9)を参照した上で，GIS 上で各住宅特性を示す

指標を変数化した．土地利用，用途規制については，各

項目が郵便番号エリアに占める面積割合を変数として用

いた．人口集積度合いを示す変数として，エリアの人口

密度，DID 面積比率を，商業集積度合いを示す変数とし

てエリアの事業所密度とエリア内の平均公示地価を，交

通利便性を示す変数として最寄り駅までの距離とエリア

内のバス停密度を用いることとした． 

そして，本節で郵便番号エリアごとに与えられた上記

の変数を主成分分析により集約し，4.(2)で主成分得点を

もとに郵便番号エリアをクラスター分析で類型化する．

なお，郵便番号エリアの類型化が目的であるため，主成

分分析とクラスター分析は郵便番号エリアベース(計 693

エリア)で行う． 

上記の変数を主成分分析した結果が表-4の通りである．

本研究では固有値 1.0 以上の主成分軸を採用し，その結

果 9つの主成分軸が抽出された．各軸の名称を下記の通

り命名した． 

a) 人口集積に関する変数が正に大きく，農地割合や調

整区域割合が負に大きいため「高密市街化区域軸」

とした． 

b) 鉄道用地割合が正に大きく，駅までの距離が負とな

っていることから鉄道駅に近く，商業地域割合や商

業集積に関する変数が正に大きいため「駅近商業集

積軸」とした． 

c) 森林割合や非線引き・都計外割合が正に大きいため

「森林・非線引き/都計外軸」とした． 

d) 都市公園面積割合が特に正に大きいため「都市公園

軸」とした． 

e) 用途規制で中高層住宅専用地域割合が特に正に大き

く，かつ駅までの距離とバス停密度が正で，駅から

の距離が遠く，バス利便性が高いと考えられること

から「駅遠・バス利便中高層住専軸」とした． 

f) 用途規制で低層住居専用地域割合が唯一負となって

いるため「低層住専軸」とした． 

g) 河川地・湖沼の面積割合が正に大きく，準工業地域

が正に大きいため「河川・準工業軸」とした． 

h) 海浜，海水域が正に大きく，海に近い地域であると

考えられるため「臨海地域軸」とした． 

i) 準工業地域や工業・工業専用地域の面積割合が正に

大きいため「工業系地域軸」とした． 

 

(2) 転居先の類型化  

 4.(1)の分析結果から得た主成分得点をもとに郵便番号

エリアをウォード法・平方ユークリッド距離でクラスタ

ー分析により，表-5 のように 11 個の類型に分類した．

類型化の際には，まず 10 個の類型に分かれるようにク

ラスター分析を行ったが，類型 Dと類型 Iが同じ類型に

分類されサンプル数の非常に大きい類型が出てきたため，

デンドログラムを用いて 2 つの類型に分割し，計 11 類

型とした．各類型における主成分得点の平均値，用途規

制・農地・森林面積割合(%)の平均値をもとに，表-5 の

通り各類型を命名した． 

類型化の結果，類型B「高密住居地域型」類型D「高

密低層住専型」のような主な用途が住居系用途で，農

地・森林の混在がほぼ見られない地域への転居が一定数

見られることがわかる．また，類型C「駅遠中高層住専

型」のように鉄道駅から遠いもののバスの利便性は高い 
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中高層住居専用地域も転居先として一定数選択されてい

ることが明らかとなった．一方で，類型H「農住工混在

地域型」類型 I「農林混在低層住専型」類型 J「調整区

域型」のようにエリア内の市街化調整区域割合が高い地

域への転居も見られることがわかった．こうした地域

は，線引き境界周辺や住宅と農地が混在しているような

場所であることが想定される．COVID-19流行の影響が

反映された転居でこのような地域が選択される場合，転

居先選択行動がスプロールを引き起こす都市構造変化に

つながる可能性が考えられる．  

 

 

 

 

 
 
5. 転居先類型と転居の特徴の関係性 

 

(1) 各転居先類型の COVID-19流行の影響を反映した転

居と未反映の転居の関係 

4.において転居先地域の住宅特性をもとに転居先を類

型化した．5.では，転居先の類型ごとに，その類型を選

択した COVID-19 流行の影響が反映された転居先選択行

動の特徴を明らかにし，COVID-19 流行の影響を受けた

転居が都市構造変化をもたらす可能性があるか検証する． 

まず 5.(1)では，どのような類型で COVID-19流行の影

響が反映された転居が多いのかを把握する．類型ごとの

反映の転居と未反映の転居の構成を表したものが図-2で

あり，以下のことがわかる．  

表-4 郵便番号エリアの特性による主成分分析の結果 

表-5 各類型の主成分得点の平均値と用途規制・土地利用(農地・森林)面積割合(%)の平均値 

a) b) c) d) e) f) g) h) i) 農地 森林
低層住
居専用
地域

中高層
住居専
用地域

住居
地域

近隣
商業

商業
地域

準
工業

工業/
工専
地域

調整
区域

A:駅近商業集積型(N=24)[n=27] -0.16 4.06 0.14 -0.30 0.15 -0.56 0.03 -0.03 0.21 0.0 0.3 4.8 1.0 8.9 8.3 68.1 3.6 2.0 2.7

B:高密住居地域型(N=111)[n=140] 0.57 0.17 0.24 -0.23 -0.26 1.41 -0.40 -0.11 -0.38 1.3 1.0 3.5 15.6 56.3 8.5 10.1 1.9 0.8 3.2

C:駅遠中高層住専型(N=69)[n=81] 0.30 -0.31 0.02 0.08 2.05 0.24 0.09 -0.14 -0.17 2.0 3.2 5.5 69.4 14.8 4.0 0.8 1.6 0.4 3.4

D:高密低層住専型(N=212)[n=245] 0.54 -0.20 0.13 -0.19 -0.29 -0.82 -0.24 -0.12 -0.19 3.6 3.6 55.3 13.9 15.9 3.0 1.3 3.9 1.0 4.6

E:工業系地域型(N=34)[n=38] 0.22 -0.28 0.19 0.17 -0.13 0.19 0.02 -0.23 3.11 2.9 2.6 6.2 15.7 21.9 1.9 2.6 7.4 38.2 6.4

F:都市公園型(N=18)[n=18] -0.26 0.03 -0.03 4.33 -0.09 0.77 -0.12 -0.13 -0.19 3.3 3.4 11.3 20.8 30.2 11.7 4.4 4.4 1.0 15.7

G:臨海地域型(N=15)[n=19] -0.12 0.10 -0.71 0.12 -0.21 -0.11 -0.07 5.97 -0.22 10.2 16.4 20.6 10.9 14.1 2.6 13.2 2.9 0.4 20.3

H:農住工混在地域型(N=64)[n=76] -0.26 -0.07 0.26 -0.20 -0.26 0.21 2.28 -0.10 -0.12 8.9 1.7 6.8 9.0 19.9 3.0 3.1 23.6 2.8 30.1

I:農林混在低層住専型(N=74)[n=84] -0.51 -0.33 -0.18 0.46 -0.31 -0.45 -0.44 -0.15 -0.07 12.5 13.7 32.4 12.8 13.0 1.0 0.6 1.3 0.6 36.0

J:調整区域型(N=52)[n=56] -2.33 -0.21 0.63 -0.40 -0.10 0.09 -0.37 -0.12 0.22 45.2 4.1 4.1 4.5 6.5 0.1 0.0 2.1 3.1 80.0

K:非線引き・都計外型(N=20)[n=21] -0.91 -0.22 -4.53 -0.88 0.03 0.45 -0.14 -0.31 -0.36 41.0 26.8 0.3 2.4 3.9 0.8 4.5 0.0 0.1 0.0

主成分得点平均値

類型名
(N=該当エリア数)  [n=サンプル数]

土地利用 用途規制

青：負 橙：正 太字：絶対値0.5以上

軸の名称

a) b) c) d) e) f) g) h) i) a) 高密市街化区域軸

農地(%) -0.85 -0.15 -0.10 -0.19 -0.08 0.01 -0.06 0.00 -0.05 b) 駅近商業集積軸

森林(%) -0.19 -0.12 -0.76 0.08 -0.10 -0.14 -0.08 0.05 0.03 c) 森林・非線引き/都計外軸

建物用地(%) 0.80 0.03 0.42 -0.27 0.14 0.02 -0.13 -0.07 0.04 d) 都市公園軸

道路(%) -0.01 0.44 0.02 0.44 0.14 0.14 0.13 0.09 0.22 e) 駅遠・バス利便中高層住専軸

鉄道(%) 0.17 0.55 -0.03 -0.03 -0.33 0.14 0.15 -0.11 -0.08 f) 低層住専軸

その他の用地(%) -0.01 -0.10 0.06 0.79 0.03 0.01 -0.11 0.06 0.13 g) 河川・準工業軸

河川地・湖沼(%) -0.32 -0.01 0.08 0.13 -0.01 0.00 0.68 -0.04 -0.28 h) 臨海地域軸

海浜(%) 0.01 -0.05 0.00 0.01 -0.08 -0.09 0.04 0.73 -0.14 i) 工業系地域軸

海水域(%) -0.03 0.07 -0.09 0.03 0.06 0.08 -0.05 0.76 0.08
低層住居専用地域(%) 0.33 -0.20 0.09 0.03 -0.26 -0.78 -0.22 -0.02 -0.20 データ出典

中高層住居専用地域(%) 0.23 -0.16 0.03 0.11 0.82 0.05 0.01 -0.05 -0.08
住居地域(%) 0.38 -0.07 0.18 -0.03 -0.30 0.76 -0.14 -0.01 -0.07
近隣商業地域(%) 0.22 0.38 0.02 0.16 0.12 0.32 -0.10 -0.10 -0.21
商業地域(%) 0.03 0.82 0.02 -0.03 0.01 0.05 -0.03 0.11 0.06
準工業地域(%) 0.20 -0.01 -0.01 -0.08 -0.08 0.02 0.71 0.02 0.30
工業・工業専用地域(%) 0.01 -0.04 0.05 0.02 -0.08 0.03 0.04 -0.07 0.85
調整区域(%) -0.87 -0.13 0.21 -0.01 -0.16 0.00 0.06 0.02 -0.05
非線引き・都計外(%) -0.14 -0.04 -0.85 -0.13 0.01 0.07 0.02 0.04 -0.08
DID面積比率(%) 0.84 0.16 0.31 -0.01 0.15 -0.02 -0.04 0.01 0.01 4

人口密度（人/km2
） 0.59 0.41 0.22 -0.13 0.31 0.08 -0.01 -0.02 -0.10 5

事業所密度（個/km2
） 0.23 0.88 0.10 -0.12 0.03 0.07 -0.05 -0.02 -0.02 6

平均公示地価(円/km2) 0.23 0.78 0.08 -0.02 -0.02 -0.13 -0.02 -0.02 -0.05 7
駅までの距離(m) -0.63 -0.26 -0.12 -0.11 0.16 -0.10 -0.07 -0.01 0.10 8

バス停密度(個/km2) 0.27 0.30 0.16 -0.01 0.44 -0.06 -0.20 0.01 -0.09 9
公園
整備

都市公園面積割合(%) 0.07 -0.05 -0.03 0.77 0.02 -0.06 0.09 -0.04 -0.18 10

5.78 2.47 1.72 1.52 1.31 1.28 1.11 1.09 1.00
23.14 9.88 6.88 6.08 5.24 5.14 4.44 4.37 4.02
23.14 33.02 39.90 45.98 51.22 56.35 60.79 65.17 69.18 回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法

変数
主成分軸 データ

出典

土地
利用

1

寄与率

累積寄与率

1:2016年度土地利用メッシュ(国土数値情報)
注)農地は田とその他農地の合計値
2:2019年用途地域データ(国土数値情報)
注)住居地域には準住居地域も含む
3:2018年度都市地域データ(国土数値情報)
注)非線引き・都計外は非線引き都市計画区域と

都市計画区域外
4:2015年度人口集中地区データ(国土数値情報)
5:2015年度国勢調査
6:2016年経済センサス活動調査
7：2021年度地価公示(国土数値情報)
注)郵便番号エリア内に地価公示の標準地がある

場合はその平均値を使用。ない場合はエリアの
幾何学的中心に最近接の標準地の地価を使用。
8:2020年鉄道データ(国土数値情報)
注)郵便番号エリアの幾何学的中心から最寄り駅

までの距離
9:2010年度バス停留所(国土数値情報)
10:2011年度都市公園データ(国土数値情報)

3

人口
集積

商業
集積

交通
利便性

用途
規制

2

固有値
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1) 類型 G，H 以外の類型では，反映の転居の割合が概

ね 40%～60%の間にあることがわかる．ここから

COVID-19 流行前と同様の意識で実施された転居で

は選択されないような地域が，COVID-19 流行の影

響が反映された転居で必ずしも新たに選ばれるよう

になったわけではないことがわかる． 

2) 類型 H「工業系地域型」では未反映の転居の割合が

他の類型より有意に大きいことがわかる．このよう

な特徴の地域では住居と工業用地が隣接して立地し

ている可能性があり，居住環境が他の類型に比べて

よいとは言えない可能性があるため，反映の転居で

は選択されなかった傾向があると推察される． 

 

(2) COVID-19 流行の影響を受けた転居による転居先と

転居理由・居住地への重視項目との関係 

 5.(1)より COVID-19 流行の影響を反映した転居と未反

映の転居で選択された転居先において，都市構造上の特

徴が大きく異なっているわけではないことが考えられる．

しかし，COVID-19 流行の影響を反映した転居と未反映

の転居では，同じ類型への転居でも，実施するきっかけ

となった理由や居住地に求めるものが異なることが考え

られる．その違いを捉えることが，どのような居住地選

好のあった COVID-19 流行の影響を反映した転居で，ど

のような特徴の類型が選ばれたのかを明らかにすること

につながるといえる．  

そこで本節では，各類型ごとに COVID-19 流行の影響

を反映した転居と未反映の転居の間での居住地への重視

項目の重視度合いと転居理由の違いについて明らかにす

る．この際，分析上の精度を担保するため，サンプル数

が 50 以上確保できた類型 B，C，D，H，I，J に着目す

る．居住地への重視項目への重視度合いの集計について

は，各項目に対して「やや重視した」「重視した」と回

答した人を重視した人として集計している．また，転居

理由については調査内で重複回答形式で理由を尋ねてお

り，全サンプルの 10%以上が該当していた転居理由にお

ける各類型のサンプルの該当割合を集計した．これらを

図示したものが図-3～図-8の通りとなっており， 全体的

な COVID-19 流行の影響を反映した転居と未反映の転居

の特徴の違いについて以下のことがわかる． 

1) 図-3～図-7 より，COVID-19 流行の影響を反映した

転居では未反映の転居に比べて，本研究で取り上

げた居住地への重視項目を重視する人の割合がど

の類型でも大きい傾向が読み取れる．特に反映の

転居においては，未反映の転居に比べて「3 密(密

閉・密集・密接)が生じにくい」を重視した人の割

合が高いことがわかる．  

2) 図-8よりCOVID-19流行の影響を反映した転居は，

未反映の転居に比べて複数の理由から転居を行っ 

 

図-2 類型ごとのCOVID-19流行の影響を反映した転居と 

未反映の転居の構成割合の違い 

 

図-3 各類型における「最寄り駅までの徒歩分数」 

を重視する人の割合 

 

図-4 各類型の反映における「中心市街地までの 

アクセスの良さ」を重視する人の割合 

 

た傾向があることが読み取れる．特に反映の転居

では，部屋の広さ・部屋数への不満，住居費の軽

減のような在宅勤務の増加などによる住まいへの

価値観の変化に起因すると推察される理由や，従

前の地域への住み心地の悪さといった COVID-19流

行下での居住地への考え方の変化に起因すると推

類型A(n=27)

類型B(n=140)

類型C(n=81)

類型D(n=245)

類型E(n=38)

類型F(n=18)

類型G(n=19)

類型H(n=76)

類型I(n=84)

類型J(n=56)

類型K(n=21)

独立性の検定：P=0.036　残差分析：*5%有意，**1%有意

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未反映

*
**

反映

*
**

類型B(n=71)

類型C(n=46)

類型D(n=127)

類型H(n=25)

類型I(n=42)

類型J(n=32)

独立性の検定：P=0.002

類型B(n=69)

類型C(n=35)

類型D(n=118)

類型H(n=51)

類型I(n=42)

類型J(n=24)

独立性の検定：P=0.006　残差分析：*5%有意，**1%有意

反
映

未
反
映

0% 20% 40% 60% 80% 100%

**

*

*
**

*

類型B(n=71)

類型C(n=46)

類型D(n=127)

類型H(n=25)

類型I(n=42)

類型J(n=32)

独立性の検定：P=0.002

類型B(n=69)

類型C(n=35)

類型D(n=118)

類型H(n=51)

類型I(n=42)

類型J(n=24)

独立性の検定：P=0.060　残差分析：*5%有意，**1%有意

未
反
映

反
映

0% 20% 40% 60% 80% 100%

**

*

*
*

**
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察される理由の該当割合が高いことがわかる． 

3) 1)，2)より，同様の住宅特性の地域に対する転居で

も，反映の転居では転居前の居住地と比較してよ

り大きな住宅に住めるような地域，地価が安い地

域，住環境が良好である地域，人口が密集してい

ない地域などを選択している可能性がある．その

結果，反映の転居と未反映の転居で同様の転居先 

 

 

図-5 各類型の反映における「公共交通利便性」 

を重視する人の割合 

 

図-6 各類型の反映における「公園や緑，水辺の自然環境」 

を重視する人の割合 

に対しても捉え方が異なるという現象が生じてい

ると考えられる．従って，COVID-19 の影響を受け

た転居先選択行動の中には，都市機能が集積した

高密な地域から低密な地域への転居が含まれてい

る可能性が示唆され，都市構造に変化が生じる可

能性が考えられる． 

そこで，具体的にどのような住宅特性の地域に，どの

ような特徴を持つ反映の転居があったのかを把握する．

各類型の転居先選択行動の特徴は以下の通りである．  

B. 高密住居地域型 

反映の転居では，他の類型よりも最寄り駅までの距

離や中心市街地までのアクセスの良さを重視してお 

り，未反映の転居でも同様の傾向が見られる．そし

て，他の類型の反映の転居よりも就職・転職・転勤，

結婚といったライフイベントの発生による理由の該

当割合が高いことがわかる．従って，この類型はラ

イフイベントや転居せざるを得ない状況の発生に伴

う転居の際に，駅や中心市街地へのアクセスを重視

した上で，COVID-19 流行で変化した転居先に求め

るものを何かしら反映した転居で選択されたと推察

される． 

 

 

図-7 各類型の反映における「3密(密閉・密集・密接)が 

生じにくい」の重視度合い 
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図-8 各類型への転居におけるそれぞれの転居理由への該当割合(重複回答形式)  
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C. 駅遠中高層住専型 

反映の転居では，未反映の転居に比べて，駅・中心

市街地へのアクセスや公共交通利便性を重視する傾

向が見られる．そうした中で，半数ほどの反映の転

居で部屋の広さ・部屋数への不満を転居理由に挙げ

ており，従前の居住地への住み心地の悪さの該当割

合も大きい．ここから，類型Cは，従前の居住地に

比べて満足できる水準の広い住居や良好な住環境が

整備された居住地を求め，かつ鉄道駅から遠くても

バスの利便性などが高ければアクセスの良さなどに

満足するような転居で選択されたと推察できる．従

って COVID-19流行の影響を受けた類型 Cへの転居

には，狭い住居面積しか取れない地域や 3密が発生

しやすいような住み心地の悪い地域から，鉄道駅か

ら離れた郊外の中高層住宅地に対して行った転居が

一定数あると考えられ，このような転居は鉄道駅か

ら離れた地域への居住地の分散という都市構造変化

をもたらす可能性があることを示唆している． 

D. 高密低層住専型 

類型 Dは表-4，表-5から a)軸の主成分得点が高く交

通利便性が比較的高い地域であると考えられ，未反

映の転居では，他の類型よりも公共交通利便性を重

視する割合が高い．しかし，反映の転居では公共交

通利便性を重視する割合は類型 B，H よりも低くな

っている．また，反映の転居では，子育て環境上の

理由の該当割合が大きいことがわかる．従って， 

類型 Dは COVID-19流行の影響を反映した転居にお

いて，その地域の交通利便性をあまり重視せず，主

な用途が低層住居専用地域という住宅地の環境の良

さを理由に選択した傾向があると推察される． 

H. 農住工混在地域型 

この類型への未反映の転居では，他の類型と比べて

自然環境を重視してこの類型を選択している傾向が

あったが，反映の転居ではそのような傾向は見られ

なかった．また，反映の転居では，部屋の広さや部

屋数への不満や住居費の軽減などの転居理由の該当

割合がやや高い．従って，類型 Hは COVID-19流行

の影響を反映した転居の中でも，転居前の居住地よ

りも広い住居や地価の低い地域を求めるものの，あ

まり住環境の良さを重視していないような転居で選

択されたと推察される． 

I. 農林混在低層住専型 

反映の転居では，他の類型よりも中心市街地へのア

クセスを重視する人が少なく，未反映の転居とは異

なった傾向となっている．また，反映の転居では部

屋の広さや部屋数への不満といった転居理由が他の

類型よりも多いことがわかる．従って，COVID-19

流行の影響を受けた転居のうち，転居前よりも広い

住居に住むことを目的としたときに，中心市街地へ

のアクセスを重視しないような転居で類型 I のよう

な線引き境界に位置する居住地が選択された傾向が

あると考えられる． 

J. 調整区域型 

類型 J への反映の転居では，駅や中心市街地へのア

クセスの良さを重視していない傾向があり，未反映

の転居と同様である．加えて，反映の転居では 3密

を回避を重視している人が他の類型よりもやや多い

ことがわかる．また，他の類型に比べて，複数の理

由を選択してる傾向が強く，ライフイベントのよう

な転居せざるを得ない状況の発生に該当する転居理

由が多い一方で，住居費の軽減や従前の居住地の住

み心地の悪さの該当割合も大きい．従って，ライフ

イベントや転居せざるを得ない理由に加え，住居費

の軽減や住み心地の良い地域での居住を求めた転居

で，中心市街地へのアクセスや交通利便性を重視し

なかった場合に，調整区域が選択されていることが

わかる．従って，この類型への COVID-19 流行の影

響を受けた転居には，地価が高い地域や 3密が生じ

やすいと感じる高密な地域から転居してきているも

のが一定数含まれていると推察される．このような

転居は COVID-19 流行により市街化調整区域への居

住地が分散が進み，スプロールが発生するような都

市構造変化をもたらす可能性があることを示唆して

いる． 

 

 

6. おわりに 

  

本研究では東京郊外地域での COVID-19 流行の影響を

反映した転居の特徴とその転居先の住宅特性の関係を捉

え，COVID-19 流行による「郊外への分散」が都市構造

に与える変化について考察した．本研究で得られた成果

は以下の通りである． 

1) COVID-19 流行の影響を反映した転居では，同様の

住宅特性の地域への転居でも，未反映の転居と比べ，

居住地に対して多くの項目を重視している傾向があ

り，同様の住宅特性の地域に対する捉え方に差異が

あることが明らかとなった．このことは，反映の転

居では住宅の広さへの不満や住居費の軽減，転居前

の居住地に対する住み心地の悪さを理由に転居して

いる場合が多く，それぞれの理由に不満を持つよう

な地域から転居してきたことによると考えられる． 

2) 鉄道駅から遠いがバス利便性は高く，調整区域や農

地がほぼない中高層住居専用地域は，COVID-19 流

行の影響を反映した転居の中でも，駅や中心市街地

へのアクセスや公共交通利便性を重視し，住宅の広
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さへの不満や従前の居住地に対する住み心地の悪さ

が理由で実施された転居で選択される傾向があった． 

また，調整区域が大半の面積を占める地域は，

COVID-19 流行の影響を反映した転居の中でも，

駅・中心市街地へのアクセス，公共交通利便性を重

視せず，住居費の軽減や従前の居住地の住み心地の

悪さという理由で実施された転居で選択される傾向

があった． 

3) 従前の住居や居住地に不満があったような上記の転

居先選択行動では，その不満を解消するために転居

前の住宅特性とは異なるような地域である駅から離

れた中高層住宅地や市街化調整区域が選択されてい

ることが想定される．こうした居住地の変化は，駅

から離れた郊外や農地への人口流入といった市街地

の拡散につながる都市構造の変化をもたらしている

と考えられる．つまり，COVID-19 流行下での「郊

外への分散」は，郊外地域の都市構造に変化をもた

らしている可能性があるという COVID-19 流行下で

の「分散型国土」の実態が明らかとなった． 

4) 本研究では，どのような土地利用や用途規制といっ

た地区特性を持つ地域に COVID-19 流行により都市

構造に変化をもたらす転居が集まっているのかを把

握した．こうした情報は COVID-19 流行による都市

構造変化を考慮した具体の圏域計画を行う上で有用

であるとともに，ポストコロナにおける新たな都市

構造のあり方を検討することにつながっていくと考

えられる． 

本研究の今後の課題は以下の通りである．まず，本研

究で類型化されたような地域に実際にどれくらいの転居

数があったのかをサンプルの拡大などを通じて把握する

ことで，COVID-19 流行の影響を受けた転居が実際に都

市構造に与えた影響はどのようなものであったのかを明

らかにすることにつながると考えられる．また， 

COVID-19 流行により居住地や住居に求める要素に変化

があった要因を明らかにすることで，COVID-19 流行下

での一過性の居住地選択動向なのかアフターコロナでも

継続する可能性があるのかを明らかにでき，今後の都市

構造のあり方を検討する上で有用であるといえる．  
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NOTES 
注1) 内閣府：第 3 回新型コロナウイルス感染症の影響下

における生活意識・行動の変化に関する調査，https:
//www5.cao.go.jp/keizai2/wellbeing/covid/pdf/result3_co
vid.pdf，最終閲覧 2022.3 

注2) 首相官邸，令和 2 年 6 月 18 日安倍内閣総理大臣記者

会見，https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11547454/ 

www.kantei.go.jp/jp/98_abe/statement/2020/0618kaiken.
html，最終閲覧 2022.3 

注3) 若宮健嗣：デジタル田園都市国家構想関連施策の全

体像，https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/digital_denen/ 
dai2/siryou1-2.pdf，最終閲覧 2022.3 

注4)  総務省統計局：東京都特別区部の転出超過の状況，

〜住民基本台帳人口移動報告 2021 年の結果から〜，

統計 Today，No.181，https://www.stat.go.jp/info/today/
pdf/181.pdf，最終閲覧 2022.3 

注5) 総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告，https://
www.stat.go.jp/data/idou/index.html，最終閲覧 2022.3 

注6) e-Stat：統計 GIS データダウンロード，https://www. 
e-stat.go.jp/，最終閲覧 2022.3 

注7) 日本郵便株式会社：郵便番号検索，https://www.post. 
japanpost.jp/zipcode/，最終閲覧 2022.3 

注8) 国土交通省：国土数値情報ダウンロードサービス，

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/，最終閲覧 2022.3 
注9) 総務省統計局：平成 28 年度経済センサス－活動調査，

https://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/index.html，最

終閲覧 2022.3 
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